
 
 
 
 
 
 

 
第２章 現状と課題分析 

 
 

 



                                          第２章 現状と課題分析 
 

9 
 

第２章 現状と課題分析 
 

第１節 高齢者を取り巻く状況 

 
 

 

 

本町の人口は年々減少し、平成３０年をピークとして高齢者数も減少しており、国が示

すよりも早く高齢化の進展がみられています。令和７年には、後期高齢者数がピークとな

り、令和 22（2040）年には人口は 1,605 人まで減少すると推計されています。65 歳

以上の人口（高齢者人口）も減少傾向で推移しますが、４０歳未満、40 歳～６４歳の人口

減少も進み、総人口に占める高齢者の割合は高く、高齢化率は直近（令和 2 年 9 月末）で

44.2％となっており、北海道（31.7％）、全国（28.7％）を大きく上回り、今後も上昇

を続けると推測されます。また「日本における認知症の高齢者人口の将来推計に関する研

究」では、令和７年には高齢者の約 5 人に 1 人が認知症になると推計されています。これ

を置戸町の高齢者人口にあてはめた場合、令和 7 年には約２３０人になると推計されます。 

 

（図１） 

 
                      資料：地域包括ケア「見える化」システム 
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令和元年度の世帯数は 1,404 世帯で、平成 27 年度に比べ 75 世帯、5.1％減少してい

ますが、人口減少による世帯数の減少に比べ、65 歳以上の高齢者がいる世帯が占める割

合は増加傾向にあります。特に高齢者単身世帯や高齢者夫婦世帯等の高齢者のみの世帯が

増加傾向にあります。 

（図１） 

 
※令和２年度は推計値               資料：住民基本台帳（各年度３月末時点） 

 

（図２） 
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第１号被保険者は徐々に減少していきますが、令和７年までは後期高齢者の増加があり、

その後は全体的に減少していくと推計されます。 

後期高齢者の増加や人口減少により要介護認定率は増加していくと推計されます。 

要支援・要介護認定者数はほぼ横ばいで推移していますが、要介護認定率を他市町村と

比較すると高い傾向があります。また、要支援１から要介護１までの軽度者の認定者が多

い傾向があります。 

（図１） 

 
資料：地域包括ケア「見える化」システム 

 

（図２） 

 
※令和２年度は推計値              資料：住民基本台帳（各年度３月末時点） 
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第１号被保険者１人あたりの給付月額は、在宅サービスではサービス種別ごとの比較で

も全国と北海道を下回っています。 

一方、施設及び居住系サービスでは全国や道を上回っています。特に介護老人福祉施設

（特別養護老人ホーム）が高くなっています。 

  

（図１） 

 
資料：地域包括ケア｢見える化｣システム 
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第 2 節 第７期計画の評価 
 

第 7 期計画では「住み慣れた地域で安心して、健やかに暮らせるまちづくり」の基本理

念のもと、医療、介護、介護予防、住まい及び自立した生活の支援を包括的に提供する地

域包括ケアシステムの推進に取り組んできました。 

これまでの取組を着実に進めると共に第８期計画に向けて本町が目指すべき姿（ビジョ

ン）の達成を目指した「ビジョン達成型計画」としての性格を意識しながら第７期計画を

評価し、今後の課題の抽出を行いました。 

 

 

 

 

  

【主な取組実績】 

  ●健康づくり、介護予防対策として各健康診査や健康相談、訪問指導を行いました。 

  ●地域の介護予防活動に資するリーダー（ささえあいパートナー）の養成、人材育成

など地域の支え合い活動の支援を行いました。 

  ●通所サービス、訪問サービス、地域ケア会議、サービス担当者会議、住民運営の通

いの場等にリハビリテーションの専門職を派遣し、生活機能の向上を図る体制作り

を行いました。 

●住民主体による身近な場所で通える体操、集いの場を推進するため「いきいき百歳

体操」を普及しました。 

〇住民主体の会の活動では運営や活動展開に負担感等が見られることがあります。 

〇新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、健康相談の機会が限られていたり地域

への専門職の派遣が困難な状況もあります。 

 

【主な活動指標】 住民主体の集いの場の開設数       （開設数） 

 

 目標値 実 績 

2018 年度 

（H30） 

2019 年度 

（R1） 

2020 年度 

（R2） 

2018 年度 

（Ｈ30） 

2019 年度 

（R1） 

2020 年度 

（R2） 

1 2 3 9 10 10 

 

【第 8 期に反映すべき課題】 

・住民主体で行う活動の支援・推進 

・地域におけるニーズや資源について関係者で検討・支援を行う仕組みの構築 

  ・ボランティアセンターの活用 

  ・効果的な介護予防・健康づくり活動の推進 

 

 

 

 

 

 

（１）介護予防と高齢者の生きがいづくりを推進 
    ～高齢者も「地域の担い手として活躍できる仕組みづくりと活躍の場の充実～ 
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【主な取組実績】 

●地域における総合相談窓口として地域包括支援センターでの相談対応を行いまし

た。 

●多職種連携による地域ケア会議を開催し、地域のネットワーク構築を推進しまし

た。 

●多様な生活支援のニーズに対して地域に必要なサービスの創出や担い手育成、支援

ニーズとサービス提供のマッチング等コーディネート機能の充実を図るため生活支

援コーディネータ—を配置しました。 

●高齢者の状況や行先に応じて送迎やバス賃・ハイヤー代の補助を行い、外出の支援

を行いました。 

●高齢者の住宅のバリアフリー化工事の支援や、必要に応じて養護老人ホームへの入

所措置を行うなど安心して居住できる住まい確保の支援を行いました。 

●地域福祉センター、包括支援センター及び介護予防支援事業所が連携を密にしなが

ら職員の資質の向上に努めました。 

●認知症初期集中支援チームによる訪問を行い、認知症の早期診断・早期対応に向け

た体制整備を行いました。 

〇個々が抱える問題が多様化しており、様々な相談を受け止めると共に必要な機関と

連携し、対応していくことが必要です。 

〇地域課題の抽出を行い、地域の実態に応じた支援方法・地域づくり資源の開発・施

策形成などをすすめていく必要があります。 

 

【主な活動指標】 地域ケア個別会議での事例検討数 （回数） 

 

 実 績 

2018 年度 

（H30） 

2019 年度 

（R1） 

2020 年度 

（R2） 

4 11 20 

  

【第 8 期に反映すべき課題】 

・相談支援体制の強化・充実 

・多職種連携体制の構築 

・地域ケア会議で挙げられた地域課題への対応強化 

・専門職のケアマネジメント力の向上 

・安心して在宅で生活できる支援の充実 

 

 

 

 

 

（２）地域において高齢者を支える地域包括支援体制の充実 
    ～住み慣れた地域で安心して暮らせるための地域包括ケアシステムの推進と 

ニーズと供給のマッチング機能の充実～ 
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【主な取組実績】 

●運動機能向上を主体とした通所型サービスとして「短期集中予防サービス」「ミニ

デイサービス」を行いました。 

●必要なサービスの確保やサービス提供の改善、ケアプランの質の向上を図るため、

介護支援専門員が作成したケアプランの記載内容について点検及び支援を行いまし

た。 

●介護サービス事業所の適正な運営を図るため、サービスの提供が適切に行われてい

るかを確認し、指摘・指導する実地指導を行いました。 

○要介護認定率が他市町村と比較しても高い傾向にあります。特に要支援１から要介

護１の軽度者が多く、今後も介護が必要な人の割合が増えていく見込みや重度化し

ていく可能性があります。 

○第 1 号被保険者の 1 人あたりの給付月額は在宅サービスでは全国・全道を下回り、

施設および居住系サービスは全国・全道を上回っています。 

○人口が年々減少し、生産年齢人口の減少も進むことから介護人材の確保や業務の効

率化をすすめていく必要があります。 

 

【主な活動指標】 実地指導実施数 （回数） 

 

 実 績 

2018 年度 

（H30） 

2019 年度 

（R1） 

2020 年度 

（R2） 

— — ２ 

    対象事業所：介護予防支援事業所 居宅介護支援事業所 

 

【第 8 期に反映すべき課題】 

・自立支援・重度化防止の推進 

・介護サービスの適正利用の推進 

・サービス需要量の把握に基づく適切なサービス供給体制の整備 

・地域密着型サービスの整備促進 

・介護人材の確保、業務の効率化の推進 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）介護保険制度の健全かつ円滑な運営 
    ～介護保険制度の持続可能な運営、サービスの質の向上～ 
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第３節 アンケート調査からの検討 
 

 本計画の策定にあたり、各アンケート調査を実施しています。調査結果の詳細は別冊「置

戸町在宅介護実態調査の集計結果報告書 ～高齢者保健福祉計画・第８期介護保険事業計

画の策定にむけて～」「置戸町介護予防・日常生活圏域ニーズ調査結果報告書」にまとめ

ています。 

各調査結果を踏まえ、地域課題について関係部署との情報共有、検討を行い、課題抽出

を行いました。 

 

 

 

 

●「現在の生活を継続していくにあたって、主な介護者の方が不安に感じている介

護」では、全般的に「外出の付き添い、送迎等」についての不安が大きく、要介護

３以上では「夜間の排泄」や「屋内の移乗・移動」に不安が大きい傾向が見られて

います。主な介護者が「在宅生活の継続が困難」と判断するポイントとして「夜間

の排泄」「移乗・移動支援」「外出支援」が考えられます。 

●要介護度別の「在宅生活の継続に必要と感じる支援・サービス」では要支援１・２

においては主に外出や移動に係るサービスのニーズが高い傾向が見られました。ま

た、要介護３以上では主に身の回りの家事関連サービスのニーズが高い傾向が見ら

れ、特に「外出同行」「移送サービス」が必要と感じている人が多くなっていま

す。 

●世帯類型別・要介護度別のサービス利用を見ると「夫婦のみ世帯」では「未利用」

の割合が多く「その他世帯」では「通所系・短期系のみ」の割合が多い傾向がみら

れました。また、重度化に伴い「訪問系」及び「通所系・短期系のみ」の利用が多

くなっていく傾向が見られました。 

●介護と医療の両方のニーズを持つ在宅療養者の増加が見込まれることから「訪問診

療」は今後の在宅生活を支える上で重要となりますが、今回の調査対象者には利用

している方はいませんでした。 

 

【第 8 期に反映すべき課題】 

・在宅限界点に影響を与える介護者の不安軽減のため、地域資源の検討・構築、専

門職のケアマネジメント力の向上、多職種連携体制の構築の推進 

・軽度者の重度化予防、中重度者の支援・サービス確保（特に公共交通機関が乏し

い地域性が現れている移送サービス体制の整備） 

・軽度者の保険外の支援・サービスの積極的利用促進、地域として全ての要介護者

への対応を可能とする支援・サービス提供体制の構築整備 

・要介護者とその家族等への支援が適切に行われる体制の整備 

・適切なサービス提供体制の確保、医療機関との連携による切れ目のない支援体制

の構築 

 

 

 

 

１ 在宅介護実態調査から 
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●外出を控えている理由は「足腰の痛み（42.1%）」が最も多く「外での楽しみが

ない（11.8％）」「交通手段がない（5.3%）」の社会的要因や「コロナウイルス

感染予防のため（22.3%）」がありました。年齢別にみると「足腰の痛み」は後

期高齢者に多く「外での楽しみがない」は前期高齢者に多くみられています。 

●外出を控えている人が外出できるとしたら行きたい場所として「商店 26.3%）」

が最も多く「医療機関・整骨院等（19.1%）」「リハビリや体操ができる集まり

（15.8%）」「公民館・図書館・スポセン・げんき等（12.5%））「地域の集ま

り（12.5%）」等がありました。 

●口腔機能の低下がある人が 25.3%に上ります。 

●置戸で暮らし続けていくために必要、またはさらなる充実が必要だと思うサービス

については「除雪・除草等外回りのこと（43.6%）」が最も多く「困ったときに

助け合える地域の協力体制づくり（37.0%）」「必要な時に宿泊、または一時的

な入所ができる療養場所の充実（25.3%）」「移送サービス（22.0%）」の順に

上位となっています。 

●家族や友人・知人以外で何かあった時に相談する人・お手伝いしてくれる人はだれ

ですかという問いに「そのような人はいない」と答えた人は 25.1％でした。 

●認知症に関する相談窓口を知っていますかという問いに「はい」と答えた人は

39.4%でした。 

●町外の病院へ通院している人は 55.3%で、その際の移動手段は自家用車が

69.3%でした。 

〇サークル活動や老人クラブの参加にも移動手段確保が課題になることがあります 

〇自家用車の他の移動手段として町内には路線バスや地域巡回バス、ハイヤー等があ

ります。また、ハイヤーチケット交付事業や通院交通費助成事業などの各種交通費

助成による移動を支援するサービスもあります。それぞれのサービス等の利用状況

や対象者の把握、今後の見込みや課題の共有をすることでより有効な支援につなが

る可能性があります。 

〇安心して生活できる住まいの確保や困ったときに助け合える協力体制づくり、介護

予防・健康づくり、生きがいづくりにおいても、関係機関が連携して取組を展開す

ることでより有効な支援につながる可能性があります。 

 

【第 8 期に反映すべき課題】 

・閉じこもりがちの生活から心身機能が低下するおそれがあることから、外出機会

やその移動手段の確保（外出できることは在宅生活の継続や健康管理、介護予

防、生きがいづくりに影響を及ぼす） 

・介護予防・健康づくりの支援や生きがいづくりの場の確保 

・相談窓口の確保、多様なニーズに対応できる支援体制の構築 

・必要な時に宿泊・療養できる場の確保 

・認知症の普及啓発 

・地域の課題について庁内の関係各課、関係者間で検討・支援を行う仕組みの構築 
 

２ 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査から 


